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は じ め に 

 

 

昨年４月の改正電気事業法の施行に伴う振替供給料金の廃止や日本卸電力取引所

の取引開始以降，電気事業における競争は一段と激しさを増してきております。 

こうした中で，当社は，お客さまから引き続き選択していただくため，業務全般の

経営効率化に取り組んでおり，これまでの成果および今後の進展などを織り込んで，

昨年４月に続き今年７月を目途に電気料金の引下げを実施すべく準備を進めている

ところです。 

当社は，今後ともグループ一体となって経営効率化・競争力の強化に取り組むとと

もに，引き続き「お客さまの身近なパートナー」として，お客さまのニーズに応じた

サービスやトータルソリューションを提供します。 

 

中国地方の電力需要は，中長期的には，省エネルギーの進展や人口の減少などの要

因はあるものの，経済の持続的な成長が見込まれる中，情報化・高齢化の進展，快適

性志向の高まりや電化住宅の普及拡大などに伴うエネルギーの電力シフトにより，緩

やかながら着実に増加するものと予想されます。 

一方で，アジアを中心としたエネルギー需要の増大などによる石油・ガス等燃料の

需給逼迫や地球温暖化など環境問題への対応も強く求められています。 

こうした状況を踏まえ，電力の安定的かつ効率的な供給を果たすため，公正・透明

な事業運営のもと合理的な設備形成を進めてまいります。特に，長期的なエネルギー

の安定供給確保や地球環境問題などへの対応に優れた原子力発電の開発に全力で取

り組み，バランスのとれた電源構成の実現を目指します。 
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－ 供給計画策定における重点事項 － 
 

 

 

 

 

・カスタマーセンターや個別営業活動を通じたお客さまニーズの把握 

・低廉な料金の実現はもとより，電気料金のメニューや支払方法の多様化など，

お客さまサービスの充実 

・熱供給をはじめとする多様なエネルギー利用など，環境性や省エネ性を重視 

した商品・サービスの開発・提案によるトータルソリューションの提供 

 

 

 

 

 

・電源構成のベストミックスを目指した原子力発電の開発推進 

・供給源の多様化による燃料の安定調達および電源・電力輸送設備の安全かつ 

効率的な運用による安定供給の継続 

 

 

 

 

 

・原子力発電の着実な開発（島根・上関地点）と火力発電所のＬＮＧ転換， 

熱効率向上などによるＣＯ２ 排出量低減 

・太陽光発電，風力発電，バイオマス発電などの再生可能エネルギー普及 

促進および研究開発 

 

 

お客さま志向の徹底 

安定した電源・電力輸送設備の形成と運用 

地球環境問題への積極的な取り組み 
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１．電力需要の見通し 
電力需要は，政府の経済見通しや経済財政諮問会議の考え方などに基づいて想定しまし

た。 

（１）販売電力量 

生活関連用需要は，省エネルギーの進展や人口の減少などの影響はあるものの，情

報化および高齢化の進展，快適性志向の高まりや電化住宅の普及拡大などにより，今

後とも着実に増加するものと見込まれます。一方，産業用需要は素材型産業の生産の

伸び悩みなどから，ほぼ横ばいで推移するものと考えられます。 

この結果，平成２７年度の販売電力量は 621 億 kWh，１６年度から２７年度まで

の年平均伸び率は 0.6％（気温等補正後 0.7％）と想定しました（第１表）。 

（２）最大需要電力 

平成２７年度の最大需要電力は 1,248 万 kW，１６年度から２７年度までの年平均

伸び率は 1.0％（気温等補正後 0.9％）と見込みました。なお，年負荷率は，至近年

では，産業用需要の高水準な生産などを反映し，高めの水準を見込んでいますが，長

期的には，生活関連用需要の増加や産業用需要の伸び悩みなどから，平成２７年度で

60.5％程度と緩やかに低下するものと見込んでいます（第１表）。 

 

第１表 需要想定 

年 度 
区 分 

平成１６
（実績）

１７ 
（推定実績） 

１８ １９ ２２ ２７ 
１６～２７年度 

年平均伸び率（％）

販 売 電 力 量 
（億 kWh） 

[578] 
581 

[581] 
585 

585 
[592]
593 

603 621 0.6  [0.7] 

対前年度伸び率
（％） 

［3.4］ 
4.9 

[0.6] 
0.6 

[0.7] 
0.0 

[1.1] 
1.4 

0.6 0.6 － 

最 大 需 要 電 力 
（万 kW） 

[1,125]
1,117 

[1,131] 
1,108 

1,143 1,156 1,192 1,248 1.0  [0.9] 

年 負 荷 率 
（％） 

[62.3] 
63.1 

[62.3] 
64.0 

62.1 62.0 61.4 60.5 － 

注：［ ］は気温等補正後を示す。 
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第１図 電力需要見通し

(億 kWh) 1,117 1,108
1,143 1,156 1,168 1,180 1,192 1,204 1,215 1,226 1,237 1,248

平成 1６ 
（実績） （推定実績） 

（年度）
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２．電源開発計画 

電力需要動向に対応した安定供給の確保および効率的な設備形成を基本に，電源多様

化の推進，地球環境問題への対応などを総合的に勘案し計画しました。 

これに基づいた今後１０年間の電源開発計画および最大電力需給バランスは第２表

のとおりです。 

 

（１）水 力 

新帝釈川を平成１８年６月に，川平第二を同年９月に営業運転開始します。 

 

（２）火 力 

水島３号（石油）を平成１８年４月に，水島１号（石炭）を平成２１年４月にＬＮ

Ｇ転換します。 

 

第２表 電源開発計画表 

年 度 

区 分 
平成１７ 
（実績） 

１８ １９ ２０ ２１ 

水 力 

 新帝釈川 

1.1 

(平成 18/6) 

川平第二 

0.011 

(平成 18/9) 

   

火 力 

 水島３号 

（35→34）
石油→LNG 転換

(平成 18/4) 
 

 

 

 

 水島１号 

12.5→28.5
石炭→LNG 転換

(平成 21/4) 

自 

 

 

社 

原子力 

     

水 力 

苫田 

0.46 

(平成 17/4) 

三室 

0.046 

(平成 18/4) 

   

火 力 
     

 

 

 

 

 

 

電 

 

源 

 

開 

 

発 

 

計 

 

画 
他 

社 

受

電 

原子力 

     

供 給 力 万kW １，３１８ １，２９７ １，２８７ １，３０４ １，３０６

最大需要電力 万kW １，１０８ １，１４３ １，１５６ １，１６８ １，１８０

供 給 予 備 力 万kW ２１０ １５４ １３１ １３６ １２６

需

給

バ

ラ

ン

ス 供 給 予 備 率 ％ １９．０ １３．５ １１．３ １１．６ １０．７
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２ 

（３）原子力 

島根原子力３号を平成２３年１２月に，上関原子力１号を平成２６年度に営業運転

開始します。 

 

（４）他社受電 

平成２４年３月に電源開発（株）大間（原子力：9.４万 kW/138.3 万 kW）から受

電を開始します。 

 

 

 

 

 

（単位：万ｋＷ） 

２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８以降

 

 

 

 

 

 

      

      三隅２号 

40 

(平成 29 年度)

大崎 1 号系列

［1-2］ 

25/50 

(平成 30 年度)

 島根３号 

137.3 

(平成 23/12) 

  上関１号 

137.3 

(平成 26 年度)

上関２号 

137.3 

(平成 29 年度)

 志津見 

0.17 

(平成 23/4) 

袋川 

0.11 

(平成 24/4) 

 新浜田川 

0.056 

(平成 26/4) 

平瀬 

0.12 

(平成 27/4) 

 

       

 大間 

9.4/138.3 

(平成 24/3) 

     

１，３０６ １，３０６ １，３５４ １，３５４ １，３５４ １，３８４ ── 

１，１９２ １，２０４ １，２１５ １，２２６ １，２３７ １，２４８ ── 

１１４ １０２ １３９ １２８ １１７ １３６ ── 

９．５ ８．５ １１．４ １０．４ ９．４ １０．９ ── 
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第３表 電源開発計画の概要(平成 27 年度までに営業運転開始する自社地点) 

設備 区 分 発電所名 
出 力 

(万 kW)
使用燃料 着工年月 

営業運転 

開始年月 

工 事 中 新帝釈川 1.1 － 平成 15 年 5 月 平成 18 年 6 月

水力 

工  事  中 川平第二 0.011 － 平成 18 年１月 平成 18 年 9 月

火力 着工準備中 水島 1 号 28.5 ＬＮＧ 平成 19 年 4 月 平成 21 年 4 月

工 事 中 島根 3 号 137.3 低濃縮ｳﾗﾝ 平成 17 年 12 月 平成23年12月

原子力 

着工準備中 上関 1 号 137.3 低濃縮ｳﾗﾝ 平成 21 年度 平成 26 年度 

注 ：着工年月は,電気事業法第 47･48 条に基づく工事計画の認可･届出を行った（又は希望する）  

年月をいいます。 

 

第４表 電源開発計画の概要(平成 28 年度以降に営業運転開始する自社地点) 

設備 発電所名 
出 力 

(万 kW) 
着工年月 

営業運転 

開始年月 

三隅 2 号 40 平成 26 年度 平成 29 年度 
火力 

大崎1号系列 

［1-2］ 
25/50 平成 7 年 11 月 平成 30 年度 

原子力 上関 2 号 137.3 平成 24 年度 平成 29 年度 
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20
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34

8

19
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31

24

平成17年度 平成22年度 平成27年度

06

17

9

54

14

1
7

22

6

48

16

1
8

17

3

28

43

平成17年度 平成22年度 平成27年度

第２図 電源構成比率（他社受電分を含む）

(推定実績) 

年度末設備構成比(％) 発電電力量構成比(％) 

(推定実績) 

原子力
 
 
 
 
石炭 
 
 
石油 
 
ガス 
 
水力 

石油 

ガス 

水力 

新エネルギー

原子力 
 
 
 
 
 
石炭 
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３．電力輸送設備計画 

電力需要動向に対応した安定供給を確保するとともに，公平性・透明性に配慮し，効率

的なネットワーク設備を構築する計画としています。 

基幹系統については，島根原子力3号の開発にあわせて，島根原子力線新設工事および

北松江(変)昇圧工事を平成19年度に着工する計画です。 

地域供給系統の送電・変電設備および配電設備は，地域ごとの電力需要想定に対応した

設備能力を確保する計画としています。 

 

 

第５表 主要送電線路工事計画表 

工 事 概 要 

区 分 件  名 
区 間 

電 圧

(万V)

亘 長 

(km) 

営業運転 

開始年月 

平成19年度 

着工予定 

島根原子力線 

新  設 

島根原子力(発)

～北松江(変) 
50 16 平成22年12月

 

 

第６表 主要変電所工事計画表 

工 事 概 要 

区 分 件  名 電 圧 

(万V) 

容 量 

(万kVA) 

営業運転 

開始年月 

平成19年度 

着工予定 

北松江(変) 

昇  圧 
50／22 200 平成22年12月

 

- 7 -



 

＜参考＞ 設備工事費 

設備工事費の計画は第７表のとおりです。 

 

第７表 設備工事費 （単位：億円） 

 年度 

 区分 

平成１７ 

（推定実績） 
１８ １９ 

水 力     ４０      ９      ０ 

火 力     ２２     １４     ６８ 

原子力    ２７５    ５２６ １，１１２ 

 

 

電 

  

源 

小 計    ３３７    ５４９ １，１８０ 

電力輸送設備 

そ の 他 
   １４７     １９７     １８３ 

拡 

 

充 

 

工 

 

事 

拡 充 工 事 計    ４８４    ７４６ １，３６３ 

改 良 工 事    ４８５    ４７２    ３５０ 

合 計    ９６９ １，２１８ １，７１３ 

原 子 燃 料    １４２    ２１１     ７１ 

総 計 １，１１１ １，４２９ １，７８４ 
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松江

日

広

線
幹

野

幹

線

東
山

口

幹
線

線 幹 

岡 山 幹 
線 東岡山

日 野

新岡山

新山口 

島

電発竹原 

新鳥取

俣野川

北松江

作木 

南原

新小野田 

下松 

笠岡 

島根原子力

北 九 州  

西 播

（ 四 国 ）  

（ 関 西 ）

（ 九 州 ）  

凡            例 

岩国 

東山口 

新徳山 

［ 年 度 別 運 転 開 始 設 備 ］

Ｎ

電 力 系 統 図 （ ２ ２ 万 Ｖ 以 上 ）  

新成羽川

井原 

新

柳井

広島 

讃 岐  

岡山 

黒瀬 

線幹

18 年 度 運 転 開 始 設 備 

隠 岐  

19～22 年度運転開始設備 

中国中幹線 

新倉敷 

北尾道 

新 山 口 

山口 

２ ２ 万 Ｖ 送 電 線 路 
他 社 送 電 線 路 

三隅 

南山口 

新
西
広

島

新

新西広島 

西島根幹線

中国西幹線

西島根 

水 力 発 電 所

火力 ・原子力発電所 
変 電 所

開 閉 所 
５ ０ 万 Ｖ 送 電 線 路 

23～27 年度運転開始設備 

３号 137.3 万 kW（23/12） 

新帝釈川  
1.1 万 kW（18/6）

智 頭  

大崎 

中国東幹線 

上関原子力  
１号 137.3 万 kW（26 年度） 

広島中央 

１号 28.5 万 kW（21/4） 
水島 

新広島 

川平第ニ 

0.011 万 kW（18/9） 

山 崎

島根原子力線（22/12）
200 万 kVA（22/12）
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